
認定第１号 別紙意見

１．市町村特定処理支援事業補助金の交付申請漏れについて

決算書１６ページ、決算調書資料３４ページ、

主要施策の成果に関する報告書１５２ページ

市町村特定処理支援事業補助金に交付申請漏れがあり、本町一般会計に

歳入欠陥１，６３９，０００円が生じた。同補助金交付申請漏れの原因と

して、職員間における事務引継ミス、チェック体制の甘さ等が考えられる。

すべての業務において、フローチャート等を作成することで組織として事

務執行ミスを防ぐ体制づくりに努めるよう意見する。

２．保育料及び主食費の債権管理について

決算書１０ページ、決算調書資料１１２ページ、

主要施策の成果に関する報告書５５ページ

毎年３月に送付している保育料及び主食費（現年度分）の催告書につい

て、平成２６年度は、出納閉鎖間際の平成２７年５月中旬に送付したこと

がわかった。保育料及び主食費（現年度分）の平成２５年度収入未済額が

４２件、２，４８０，３００円だったことに対し、平成２６年度は１１２

件、４，４７４，１９０円と大幅増額となった。保護者の負担の公平と財

源確保の観点から引き続き収入未済の実態把握に努め、収入未済額の解消

と新たな発生防止について、取り組みを強化されるよう意見する。


